
別表１　「松本市給食のあり方研究会」からの提言反映検討表（ソフト面）　

　

　

提言反映に向けた方針（案） センター方式（プラン①～③）による提言反映に向けての検討内容 自校給食方式（プラン④）

地域との連携

・栄養士体制の充実を図り、食育を推進
　（市費栄養士６人増）
・コミュニティスクールと連携した食育の
取組みを推進

〇栄養士の増員により、学校訪問による食育指導の機会を増やす（※ 各校：年１回を２回程度に増）。
〇コミュニティスクールと連携した情報発信の仕組みづくりを検討
〇栄養士による公民館、学校施設等を利用した保護者、地域住民へのアウトリーチを検討

〇センター方式と同様

  自施設での炊飯により主食
メューを多様化

・主食メニューの多様化は可能
〇主食の多様化（混ぜご飯・炊き込みごはん等）は業務委託可能（委託料の増加）
〇自施設炊飯の場合のセンターでの事故等の発生時、炊飯業務を委託することで主食を継続して提供することが可能

〇炊飯施設の設置は可能
〇炊飯担当職員1人増
〇建設コスト及び人件費の増

地
産
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 地産地消による食育
地元農産物使用や生産者グ
ループとの交流をコーディ
ネートする組織の構築

・関係機関、団体と連携し地産地消を推進
・長野県産農産物（地産地消率）
（現在：長野県産15品目重量制使用率
25％、令和７年度：30％を目指す。）

〇栄養士が農政課、民間と連携して、給食用作物の計画的な作付け等により、松本産農産物を使用できる仕組みを構築
〇農政課、商工課、地産地消交流会等を通じ、栄養士を中心にしたコーディネートにより地元生産者と直接契約を推進
　※コーディネーターとなる職員の育成（農政課、学校給食課）

〇センター方式同様の仕組みづく
りにより可能となり、さらに児童
生徒が授業等で栽培した野菜等
を一部取り入れることができる。

　３本献立の解消による栄養
摂取基準の確保

・効率的な調理動線・高機能調理機器の導
入により３本献立を解消

〇効率的な調理動線・高機能調理器具の導入による3本献立の解消
〇加工食材の使用減少により賄材料費を有効活用

・１本献立
〇調理工程が単純化
〇小規模校では手作り可能
〇学校ごとにあわせた栄養摂取
基準採用

　家庭とのより深い連携によ
る栄養素量の確保

・栄養士体制の充実を図り、保護者向け食
育を推進する。

〇必要栄養素量確保のために、夏休み親子見学会やPTA懇談会の機会に保護者向け栄養講座を実施 〇センター方式と同様

　対象者を減少させるための
関連部門との連携した乳幼児
からの取組み、解除に向けた
取組みの実施

・関連部門との連携した取組みを継続して
実施する。

〇対象者を減少させるための乳幼児期からの取組みを、健康づくり課、保育課と連携、情報共有し継続して実施する。
〇対象者を減少させるための解除に向けた、センター・保護者・医療機関の協力体制を継続して実施する。

〇栄養士が身近で児童生徒を見
ることができるため、保健教諭と
連携した迅速な指導が可能

４月提供開始
（小学校入学当初から）

・栄養士体制の充実により、新入児童の提
供の前倒しを図る。

〇栄養士体制を充実（増員等）し、新入児童の早期給食提供開始の実施に向けて取組む。
　※７月実施を５月実施に改善

〇該当新入児童の人数によって
は提供可能

　災害時にセンター間で
補完できる規模・能力の施設

・備蓄給食で対応 〇保管庫を備え、備蓄給食で対応を検討 〇センター方式と同様

災害時の早期給食再開
・早期に学校給食を再開することを最優先
とする。

〇早期に給食が提供できるように災害時マニュアルを作成
〇学校給食の提供を最優先とする。
〇センター規模が小さい程、給食提供休止の影響は小さい。

〇給食休止の影響は当該校のみ

◎県栄養士配置基準（児童・生徒数が基準人数）　　センター方式　1,500人以下×1人、1,501～6,000人以下×2人、6,001人以上×3人　　　　　自校調理方式　550人未満　4校に1人、550人以上　1校に1人
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バラエティーに富んだ献立

栄養摂取基準を満たした給食の提供

デザート（ヨーグルトなど）の追加

効率的な調理動線

（ワンウェイ、

パススルー）

手づくりを補助する調理機器の導入

（撹拌機、成型機、衣付け機等）

ミートローフ、手づくりカレー等

〇高機能センター（効率的な調理動線、高機能調理器具の導入）により、自校給食の良さを取り入れて、質の良さを実現（ハード面）

〇栄養士体制を充実させることにより食育、地産地消、アレルギー対応食新入児童の前倒し実施を推進（ソフト面）


